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A．研究目的 
集団精神療法は、わが国では、医療機関の

みならず、精神保健福祉センター（以下、セ

ンター）や保健所でも実施されている。本

研究課題では、令和 3 年度に全国の医療機

関を対象に実態調査を行い、令和 4 年度に

センターと保健所を対象の調査を行った。

本年度は、それらを比較・検討し、本邦の集

団精神療法の実態と課題を明らかにする。 

研究趣旨：令和 3 年度の医療機関の調査結果および令和 4 年度に実施した精神保健福祉

センターと保健所の調査結果を比較・検討した。集団精神療法の実施率は、医療機関

27.6％、センター93.1％、保健所 21.3%であった。対象とする疾患が異なり、医療機関で

は、うつ病（63.7％）、統合失調症（54.7％）、発達障害（53.2％）が多く、センターでは、

行動嗜癖（33.9％）、うつ病（33.0％）、アルコール以外の物質関連障害（32.1%）が多く、

保健所では、アルコール依存症（40.0%）、統合失調症（33.3%）、行動嗜癖（23.3%）が

多かった。用いる手法は、心理教育、認知行動療法、社会生活スキルトレーニング（SST）
が共通して多かった。集団精神療法の利用料は、医療機関では診療報酬算定が 86.0％、

センターでは利用料は取らない 75.9％、診療報酬算定 19.8％、保健所では利用料は取ら

ない（無料）が 95.9％であった。

医療機関と保健所における集団精神療法の充足度は半数以上が「どちらかというと充

足していない」「充足していない」と回答し、実施にかかる労力・コストが報酬に見合わ

ない、職員の人数が足りない、職員が集団精神療法に従事する時間がない、スキルを持っ

た職員がいない等を課題に挙げた。センターでは 7 割が「充足している」「どちらかとい

うと充足している」と回答した。

各機関において集団精神療法の対象や内容、コスト算定方法等の実施体制、地域での

役割が異なることが明らかになった。医療機関の回答率が低く、本結果が国内の医療機

関の全体像を反映するとは限らないが、集団精神療法の効率的な役割分担のあり方を検

討する上での基礎データになると考えられる。
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B．研究方法 
慶應義塾大学医学部研究倫理委員会の承

認（No.20211076）を得て実施した、令和

3 年度調査（精神科医療機関 3734 施設）

と令和 4 年度調査（センター69 施設、保

健所 591 施設）の比較検討を行った。 
１）調査項目

調査項目は、回答施設の属性、集団精神療

法の実施の有無、集団精神療法を実施して

いない場合にはその理由、実施している場

合には実施状況（構造、内容など）、自施設

の集団精神療法の充足度や課題等とした。 
２）集団精神療法の定義

本調査では、集団精神療法を令和 2 年厚

生労働省保険局医療課発通達 0305 第 1 号
に準じて、「集団精神療法とは、一定の治療

計画に基づき、集団内の対人関係の相互作

用を用いて、自己洞察の深化、社会適応技

術の習得、対人関係の学習等をもたらすこ

とにより病状の改善を図る治療法」と定義

し、作業を主体とするプログラム（例：レク

リエーション、運動、料理、園芸等）は含ま

ないこととして、その旨を調査票に明示し

た。 
３）解析方法

統計解析ソフトウェア SPSS26.0J を使用

して基礎統計量を算出した。 

C. 研究結果

１）回答数および回答率

調査対象とした精神科医療機関 3734 施

設、センター69 施設、保健所 591 施設のう

ち、得られた回答数（回答率）は、医療機関

が 730 件（19.6％）、センターが 58 件
（84.1％）、保健所が 249件（42.1%）であ

った。医療機関では 2 件の無効回答を除く

728件を有効回答とした。 
２）集団精神療法の実施の有無

「自施設で集団精神療法の実施がある」

施設は、医療機関が 201件（27.6％）、セン

ターが 54 件（93.1％）、保健所が 53 件
（21.3%）であった（表 1）。 
センターと保健所を対象に、「自施設で集

団精神療法の実施」以外の集団精神療法に

かかわる活動を尋ねたところ（表 2）、「適応
のある利用者への集団精神療法の紹介や連

携」が、センターで 18 件（31.0％）、保健

所で 97件（39.0％）と最多であった。また、

センターでは「集団精神療法に関するスタ

ッフ研修の実施」（10件：17.2％）があげら

れた。その他の活動には、「精神科デイケア

での就労支援に関する連絡会の実施」があ

った。「いずれも実施していない」はセンタ

ーが 3件（5.2％）、保健所が 99件（39.8%）

であった 
３）集団精神療法の実施がない理由

自施設で集団精神療法を実施していない

施設（医療機関 524 件、センター4 件、保

健所 196件）に理由を尋ねたところ（表 3）、
「集団精神療法を実施できると良いと思う

が諸処の理由で実施を見合わせている」が、

医療機関で 67.4％、センターで 100%、保

健所で 29.6％であった。「集団精神療法は必

要と思うが当施設では必要ない（近隣施設

に紹介できる等）」が、医療機関で 28.2％、

保健所で 58.2％であった。「当施設の役割と

して集団精神療法は必要と思わない」が、

医療機関で 9.4％、保健所で 27.6%であっ

た。 
「集団精神療法を実施できると良いと思

うが、諸処の理由で実施を見合わせている」

の内訳を表４に示した。各施設種に共通の
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理由として「職員の人数が足りない」「集団

精神療法のスキルを持った職員がいない」

（50.0～75.0%）があげられた。「場所・ス

ペースの問題」が、医療機関（66.3%）とセ

ンター（50.0%）で、「職員が集団精神療法

に従事する時間がない」が、医療機関

（53.3%）と保健所（55.2%）で多かった。

医療機関では、「実施にかかる労力・コスト

が報酬に見合わない」（41.9%）、センターと

保健所では「患者さんからのニーズがない」

も該当率が高かった。 
４）集団精神療法の実施状況 
集団精神療法を実施している施設に実施

状況を尋ねた。医療機関は代表的なプログ

ラム 1 つ選び、保健所とセンターには全プ

ログラムについて回答を求めた。 
➀実施形態 
１施設あたりの平均プログラム数は、医

療機関が 4.2、センターが 4.7、保健所が 1.4
であった。1セッションの平均実施時間は、

医療機関 77.2 分、センター112.2 分、保健

所 102.0 分、１クールの平均回数は、医療

機関 9.2 回、センター8.5 回、保健所 5.2 回

であった。1クールの平均参加者数は、医療

機関 8.2 人、センター5.4 人、保健所 6.0 人

であった。運営に関わるスタッフ数は 2.4～
2.9 人であった（表 5）。 
オープン形式で集団精神療法を実施して

いるのは、医療機関が 39.8％、センターが

21.4％、保健所が 44.6％、クローズド形式

はそれぞれ 42.3％、24.5％、16.2％、セミ・

クローズド形式はそれぞれ 61.2％、53.7％、

39.2％であった（表 6）。 
②対象者 
当事者のみを対象としているのは、医療

機関が 72.6％、センターが 52.9%、保健所

が 13.5%、当事者と家族の両方は医療機関

が 30.3％、センターが 1.9%、保健所が 6.8%、

家族のみは医療機関が 7.0％、センターが

44.7%、保健所が 78.4%であった（表 7）。 
実施対象者の疾患（表 8）は、医療機関で

はうつ病・抑うつ障害が 63.7％と最も多く、

次いで、統合失調症および精神病性障害が

54.7％、発達障害が 53.2％であった。セン

ターでは、行動嗜癖（その他の嗜癖（ギャン

ブル、ゲーム障害など））（33.9％）、うつ病・

抑うつ障害（33.0％）、アルコール以外の物

質関連障害（32.1%）が多かった。保健所で

はアルコール依存症（40.0%）、統合失調症

および精神病性障害が（33.3%）、行動嗜癖

（「その他の嗜癖（ギャンブル、ゲーム障害

など）」）（23.3%）が多かった。 
センターと保健所には、実施対象とする

悩みや問題についても尋ねた（表 9）。セン

ターでは、ひきこもり（35.2%）、遺族ケア

（10.7％）、復職支援（9.4%）等、保健所で

はひきこもり（32.4%）、遺族ケア（6.8%）、

不登校（4.1%）等が挙げられた。 
③実施の目的 
 センターと保健所には集団精神療法の実

施の目的を尋ねた（表 10）。「知識の向上（心

理教育）」がセンター（78.2％）、保健所

（75.7％）ともに最多で、「自己の振り返り」

「ピアサポート」「居場所づくり」も多かっ

た。「社会的スキルの向上」はセンターが

33.5％、保健所は 5.4%、「症状改善」はセン

ターが 25.7％で、保健所が 10.8％、「機能向

上・QOL の向上」はセンターが 23.3％、保

健所 1.4%であった。 
④集団精神療法で用いる手法 
集団精神療法で用いる手法（表 11）は、

医療機関では心理教育（69.2％）が最も多く、
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次いで、認知行動療法（63.7％）、社会生活

スキルトレーニング（SST）（59.7％）、マイ

ンドフルネス（21.9％）が多かった。センタ

ーでは心理教育（55.6％）が最も多く、次い

で、認知行動療法（42.0％）、SST（14.0％）

であった。保健所では心理教育が最も多く

（39.2％）、その他、家族療法（35.1％）、認

知行動療法（14.9％）があげられた。 
⑤スタッフの研修受講状況 
 スタッフの受講歴がある研修（表12）は、

医療機関では、認知行動療法（68.7％）、SST
（65.2％）、心理教育（49.3％）、マインドフ

ルネス（25.4％）が多かった。センターでは、

認知行動療法（74.1％）、SST (35.2％)、心

理教育（29.6％）が、保健所は、SST（34.0％）、

認知行動療法(30.2％)、心理教育（24.5%）

が多かった。 
⑥導入時のアセスメントや効果測定 
集団精神療法導入時の参加可否に関する

アセスメントは、医療機関では 83.1%、セ

ンターでは 72.0%、保健所では 52.7%で実

施していた。その内容は、医療機関では「医

師の見立て」（74.6％）が最も多く、「スタッ

フによるカンファレンス」がセンターで

50.6％、保健所で41.9％等であった（表13）。 
集団精神療法実施中の評価（効果測定）

は、「面接やアンケートにより定期的に実施」

している施設が、医療機関で 30.8％、セン

ターで 46.3％、保健所で 47.3％であったが、

「行っていない、必要時のみ行っている」

施設が 27.0%～33.8%存在した。（表 14）。 
⑦集団精神療法の利用料 
利用料の算定方法は、医療機関では診療

報酬算定が最も多く（86.0％）、精神科デイ

ケア／ナイトケア／精神科ショートケアが

95.4％、通院集団精神療法が 30.6％であっ

た。センターでは利用料は取らない（無料）

が 75.9％、診療報酬算定が 19.8％、保健所

では利用料は取らないが 95.9％であった

（表 15）。詳細な内訳は表 16の通りである。 
⑧自施設における集団精神療法の充足度 
自施設の集団精神療法に関する評価（表

17）は、医療機関では「充足している」と

「どちらかというと充足している」が合計

48.2％、「どちらかというと充足していない」

と「充足していない」が合計 51.8％であっ

た。センターでは、「充足している」「どちら

かというと充足している」が 70.4%、保健

所では「充足している」「どちらかというと

充足している」が 41.5％、「どちらかという

と充足していない」「充足していない」が

56.6%であった。 
⑨自施設における集団精神療法の課題 
自施設における集団精神療法の課題（表

18）は、医療機関では「実施にかかる労力・

コストが報酬に見合わない」（64.7％）、「職

員の人数が足りない」（55.7％）、「職員が集

団精神療法に従事する時間がない」

（46.3％）、「場所やスペースが足りない」

（42.8％）が多かった。 
センターでは「職員の人数が足りない」

（57.4％）が最も多く、次いで、「場所やス

ペースが足りない」（25.9％）、「職員が集団

精神療法に従事する時間がない」（22.2％）、

「集団精神療法のスキルを持った職員がい

ない」（18.5%）等であった。 
 保健所では「集団精神療法のスキルを持

った職員がいない」（43.4%）、「職員の人数

が足りない」（35.8％）、「職員が集団精神療

法に従事する時間がない」（34.0％）、「参加

を希望する人の一部にしか提供できていな

い」（18.9%）等であった 
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D．考察 
 集団精神療法の実態は以下の点で施設種

ごとに差異が認められた。 
１）集団精神療法の実施率 
 調査に回答した施設を母数として、自施

設における集団精神療法の実施率は、精神

保健福祉センターが最も高く90%以上であ

った。医療機関の実施率は約30%、保健所の

実施率は約20%にとどまった（表１）（注：

医療機関は施設種による差があり、精神科

病院と大学病院・ナショナルセンターで約4
0%、診療所と総合病院で約20%であった）。 
 すべての施設が自施設で集団精神療法を

実施する必要はないと考えられる。たとえ

ば、集団精神療法を自施設で実施していな

い理由として「当施設では必要ない（近隣施

設に紹介できるなど」をあげた施設が一定

数あり、特に保健所の過半数が該当した。実

際、センターや保健所は30-40%の施設が、

適応のある利用者を他施設の集団精神療法

に紹介・連携する役割を果たしていた。また、

センターではスタッフ研修の役割を果たし

ていた（表２）。 
地域の資源配分や施設特性を踏まえて、

効果的・効率的な役割分担を検討すること

が重要であり、たとえば、地域で集団精神療

法を実施する施設を明らかにし、近隣の施

設からはその施設に対して効果的に患者を

紹介する仕組みを持つなどが考えられる。 
２）対象者（疾患、問題、当事者・家族） 
地域における役割分担に関わる事項とし

て、集団精神療法の対象疾患が、施設によっ

て違うことも注目される。医療機関では気

分障害圏（うつ病・抑うつ障害、双極性障害、

適応障害）が最多で、ついで、統合失調症お

よび精神病性障害、発達障害が多かった（表

８）。気分障害や適応障害は、休職者を対象

とした復職支援プログラム（リワークプロ

グラム）の一環で集団認知行動療法が行わ

れている可能性があり、統合失調症および

精神病性障害の患者に関しては、精神科病

院のデイケアで心理教育やSSTなどの集団

精神療法が実施されている可能性がある。

 対照的に、センターと保健所では、行動嗜

癖（ギャンブル、ゲーム障害など）、アルコ

ール関連障害、アルコール以外の物質関連

障害が30～40%を占めた。 
こういった施設ごとの差異には、行政の

施策（センターや保健所では、行政からの委

託で行動嗜癖や物質関連障害のプログラム

を優先的に実施する、など）、実施機関側の

事情（例：医療機関では該当者が多い疾患を

対象としたプログラムが選択されやすい、

など）、利用者側の事情（センターや保健所

を利用する方が医療機関を受診するより心

理的ハードルが低い、など）などが複合的に

関係すると考えられる。 
センターや保健所は、ひきこもりや遺族

ケアなど、疾患ではなく特定の悩みや問題

をテーマにした集団精神療法を実施してい

る（表９）ことや、当事者本人よりも、家族

を対象としている率が高い（表７）ことが特

徴的であった。これは地域相談から集団精

神療法に繋がるケース、医療機関の受療に

までは至らないケース、受療意欲が低い当

事者の家族が来談するケースを対象にする

などの背景があると考えられ、医療機関と

の役割分担で考慮すべき点と考えられる。 
３）集団精神療法の構造や内容 
集団精神療法の実施形態は、医療機関で1

セッションの時間がやや短く、参加者人数
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がやや多く、保健所では１クールのセッシ

ョン回数がやや少ない傾向が見られたが、

総じて施設間で大きな違いを認めなかった。 
集団精神療法で用いられるアプローチは、

すべての施設種において心理教育が最多で、

次いで、医療機関とセンターでは認知行動

療法、保健所では家族療法が多かった。医療

機関ではSSTも多かった。心理教育はあらゆ

る対象に適用可能で、専門的なトレーニン

グを必要としないことから、最上位に位置

付けられたと推測される。認知行動療法も

幅広い疾患に適用できることから上位に位

置付けられると考えられるが、実施にはス

キルを必要とするため、保健所での実施率

が低いのは、スキルを持ったスタッフが少

ないことが関係している可能性がある。保

健所で家族療法が上位なのは、家族のみを

対象とするプログラムが多いことが背景に

あると考えられる。医療機関でSSTが上位な

のは、統合失調症圏や発達障害を対象とし

ているプログラムが多いことが関係してい

る可能性がある。 
 集団精神療法の目的には、参加者の知識

の向上（心理教育）や症状改善以外にも、参

加者による自己の振り返り、ピアサポート、

居場所、などが含まれた（表10）。 
４）アセスメントの実施 
 集団精神療法の参加可否のアセスメント

の実施率は、医療機関で約80%、保健所では

約半数にとどまった。集団精神療法を治療

として実施する場合には、原則としてアセ

スメントが必要と考えられる。一方、心理教

育を主目的とする場合や、当事者ではなく

家族を対象とする場合には、厳密なアセス

メントの必要性は低いと考えられる。 
効果判定のためのアセスメントの実施率

は60-70%にとどまった。集団精神療法を治

療として実施する場合には原則として効果

判定を行うべきと考えられる。 
アセスメントにおいては、症状評価だけ

でなく、グループの実施目的に沿った達成

度の評価も必要と考えられる。 
５）利用料 
 医療機関では約90%が診療報酬を算定し、

センターや保健所は集団精神療法の利用料

を取らない施設が多かった（表15）。診療報

酬の内訳は、通院集団精神療法（30.6％）に

比して、精神科デイ・ケア／ナイトケア／精

神科ショートケアが95.4％と圧倒的に高か

った（表16）。デイ・ケアやナイトケアの一

部として集団精神療法が実施されることが

多い実態が明らかになった。その背景には

プログラム運用上の理由と共に、診療報酬

点数の多寡が関係する可能性もある（通院

集団精神療法270点、精神科デイ・ケア（小

規模590点、大規模700点）、ショートケア

（小規模275点、大規模330点）、ナイトケ

ア540点）。 
６）スタッフの研修 
集団精神療法の研修受講状況としては、

認知行動療法やSSTを対象とした研修受講

は比較的多いが、心理教育は、多くの施設で

実践率が高いことと比して研修の受講歴が

少なかった（表12）。 
スタッフのスキル不足を課題に挙げる施

設が多いこと（表4,18）を踏まえると、集団

精神療法の研修の充実が必要と考えられる。

研修受講後のスーパービジョンやコンサル

テーションの体制整備も必要である。 
７）課題 
回答施設のうち、集団精神療法を実施し

ていない施設が、医療機関で約70%、保健所
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で約80%であった。その理由（表３）として、

「集団精神療法は必要と思うが当施設では

必要ない」と考える施設が、保健所で約60%
と高く、医療機関も30%程度あった。これは

各施設の業務や役割の違いを反映している

と考えられた。「集団精神療法を実施できる

と良いと思うが、諸処の理由で見合わせて

いる」と回答した施設が医療機関の約3分の

2、保健所の約3分の1あった。最上位の理由

は「人員不足」であり、「スキルを持った職

員がいない」ことも過半数の施設から挙げ

られた。医療機関では「労力・コストが報酬

に見合わない」も多かった。診療報酬を算定

する施設においては、集団精神療法が、実施

する施設にとって費用対効果に見合うもの

となるよう、診療報酬上の扱いを検討する

ことが望まれる。また、集団精神療法に関す

る研修の提供も重要な課題である。 
 自施設の集団精神療法の充足度について

は、センターの約7割が「充足している」「ど

ちらかというと充足している」と回答した

のに比べて、医療機関と保健所では半数以

上が「どちらかというと充足していない」

「充足していない」と回答した。集団精神療

法に関する課題は、施設種によって異なり、

医療機関ではコスト（診療報酬に見合わな

い）の課題が最多であった。集団精神療法の

実施には、実診療時間だけでなく、教材作成、

事前準備、参加者のアセスメントやリスク

管理、診療録への記載等、さまざまな業務が

付随し、一定のスタッフ配置が必要である。

センターでは人手不足が最も多い課題であ

った。センターは、企画立案、技術指導・援

助、人材育成、普及啓発、調査研究、精神保

健福祉相談、精神医療審査会審査に関する

事務、自立支援医療及び精神障害者保健福

祉手帳の判定等の多用な業務を行っており、

集団精神療法に割く時間の捻出が困難であ

る様子がうかがえた。保健所は、スタッフの

スキルの問題が上位に挙がった。保健所は

精神保健にとどまらず、感染症、薬事、食品

衛生、環境衛生など幅広い領域の業務を担

っていることから、集団精神療法に特化し

た人材育成が困難と推測される。定期的な

人事異動等が影響している可能性もある。

集団精神療法に関わるスタッフのスキルア

ップには、特定の心理的アプローチの研修

だけでなく、集団精神療法に関する共通基

盤のスキル教育やグループ運営の方法など

に関する研修も必要と考えられた。 
８）本研究の限界および今後の展望 
 本研究の最大の限界は、医療機関の回収

率が19.6%、保健所の回収率が42.1%にとど

まり、国内の施設を完全に代表していない

ことである。一方、医療機関と保健行政機関

における集団精神療法の実態を全国規模で

調査した研究は筆者らの知る限り初めてで

あり、その点において有意義と考えられる。 
本調査では、医療機関、センター、保健所

で、集団精神療法の対象、目的、実施方法等

に違いあり、役割が異なることが明らかに

なった。今後は、各施設の機能の分担が有機

的に行われ、連携と支援の体制が築けると

よいと考えられた。具体的には、地域の精神

医療機関と保健機関の情報共有や定期的な

カンファレンスの開催、連携を支援するツ

ールの作成、連携に資する診療報酬上の加

算などがあげられる。 
 
E．結論 
医療機関、センター、保健所において、集

団精神療法の対象や内容や役割が異なるこ

とが明らかになった。本邦における集団精
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神療法のより効率的な役割分担のあり方を

検討する基礎データになると考えられる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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表１．集団精神療法の実施の有無
医療機関 センター 保健所

有効回答数 度数 728 58 249
度数 201 54 53
％ 27.6 93.1 21.3
度数 524 4 196
％ 72.0 6.9 78.7
度数 3 0 0
％ 0.4 0.0 0.0

表２．集団精神療法に関して⾃施設で実施していること（複数回答）
センター 保健所

有効回答数 度数 58 249
度数 54 53
％ 93.1 21.3
度数 10 2
％ 17.2 0.8
度数 2 1
% 3.4 0.4
度数 18 97
% 31.0 39.0
度数 0 20
% 0.0 8.0
度数 3 99
% 5.2 39.8

表３．集団精神療法の実施がない理由(複数回答）
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施なしの総数 度数 524 4 196
度数 49 0 54
％ 9.4 0.0 27.6
度数 148 0 114
％ 28.2 0.0 58.2
度数 353 4 58
％ 67.4 100.0 29.6
度数 7 0 1
％ 1.3 0.0 0.5
度数 5 0 4
％ 1.0 0 2.0

実施あり

実施なし

回答なし

⾃施設の役割として集団精神療法が必要と思わない

⾃施設での集団精神療法の実施

集団精神療法に関するスタッフ研修の実施

精神科デイケアでの就労⽀援に関する連絡会

適応のある利⽤者への集団精神療法の紹介や連携

その他

いずれも実施していない

集団精神療法は必要と思うが、当施設では必要ない
（近隣施設に紹介できるなど）
集団精神療法を実施できると良いと思うが、諸処の理
由で実施を⾒合わせている

現在は⾏っていないが、実施する計画がある

回答なし
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表４．諸般の理由で実施を⾒合わせている理由(複数回答）
医療機関 センター 保健所

「集団精神療法を実施できると良いと思うが、諸処の
理由で実施を⾒合わせている」の総数

度数 353 4 58

度数 234 2 11
％ 66.3 50.0 19.0
度数 259 3 37
％ 73.4 75.0 63.8
度数 199 2 36
％ 56.4 50.0 62.1
度数 188 1 32
％ 53.3 25.0 55.2
度数 148 0 9
％ 41.9 0.0 15.5
度数 52 1 18
％ 14.7 25.0 31.0
度数 34 0 2
％ 9.6 0.0 3.4
度数 13 0 2
％ 3.7 0.0 3.4
度数 18 2 13
％ 5.1 50.0 22.4
度数 0 0 0
％ 0.0 0.0 0.0

表5．集団精神療法の実施形態

度数 SD 度数 SD 度数 SD
1施設あたりのプログラム数 4.2 6.7 4.7 2.9 1.4 0.7
1セッションの時間 77.2 35.1 112.2 34.5 102.0 20.6
１クールあたりのセッション回数 9.2 6.3 8.5 7.7 5.2 3.6
治療者数 2.4 1.4 2.7 1.1 2.9 1.6
参加者数 8.2 5.3 5.4 3.3 6.0 4.2

医療機関 センター 保健所

患者さんからのニーズがない

場所・スペースの問題

職員の⼈数が⾜りない

集団精神療法のスキルを持った職員がいない

職員が集団精神療法に従事する時間がない

実施にかかる労⼒・コストが報酬に⾒合わない

施設の経営⽅針にそぐわない

法令・診療報酬上の理由

その他

回答なし
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表６．集団精神療法の構造
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 257 74
度数 80 55 33
％ 39.8 21.4 44.6
度数 85 63 12
％ 42.3 24.5 16.2
度数 123 138 29
％ 61.2 53.7 39.2
度数 0 1 0
％ 0.0 0.4 0.0

表７．集団精神療法の参加者
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 257 74
度数 146 136 10
％ 72.6 52.9 13.5
度数 14 115 58
％ 7.0 44.7 78.4
度数 61 5 5
％ 30.3 1.9 6.8
度数 1 1 1
％ 0.5 0.4 1.4

セミクローズド

当事者と家族

回答なし

当事者のみ

家族のみ

オープン

クローズド

回答なし

別添4

25



表８．集団精神療法の対象精神疾患（複数回答）
医療機関 センター 保健所

特定の疾患を対象とした集団精神療法の実施あり総数 度数 201 112 30
度数 107 28 0
％ 53.2 25.0 0.0
度数 110 21 10
％ 54.7 18.8 33.3
度数 101 26 0
％ 50.2 23.2 0.0
度数 128 37 5
％ 63.7 33.0 16.7
度数 96 17 0
％ 47.8 15.2 0.0
度数 53 7 0
％ 26.4 6.3 0.0
度数 41 1 0
％ 20.4 0.9 0.0
度数 89 21 0
％ 44.3 18.8 0.0
度数 49 4 0
％ 24.4 3.6 0.0
度数 40 2 0
％ 19.9 1.8 0.0
度数 28 2 0
％ 13.9 1.8 0.0
度数 75 33 12
％ 37.3 29.5 40.0
度数 33 36 4
％ 16.4 32.1 13.3
度数 34 38 7
％ 16.9 33.9 23.3
度数 38 0 0
％ 18.9 0.0 0.0
度数 52 0 0
％ 25.9 0.0 0.0
度数 9 7 3
％ 4.5 6.3 10.0
度数 0 0 0
％ 0.0 0.0 0.0

⾷⾏動障害、摂⾷障害

発達障害

統合失調症および精神病性障害

双極性障害

うつ病、抑うつ障害

不安障害

強迫症、強迫性障害

PTSD、急性ストレス障害

適応障害

⾝体症状症（⾝体表現性障害）

その他

回答なし

睡眠障害

アルコール依存症

アルコール以外の物質関連障害

その他の嗜癖（ギャンブル、ゲーム障害など）

認知症、軽度認知障害等の神経認知障害

疾患を限定していない

別添4
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表９．集団精神療法が対象とする悩みや問題（複数回答）
センター 保健所

特定の悩みや問題を対象とした集団精神療法の実施あ
り総数

度数 159 74

度数 56 24
％ 35.2 32.4
度数 15 3
％ 9.4 4.1
度数 15 0
％ 9.4 0.0
度数 9 1
％ 5.7 1.4
度数 17 5
％ 10.7 6.8
度数 87 11
％ 54.7 14.9
度数 1 1
％ 0.6 1.4

遺族ケア

ひきこもり

不登校

復職⽀援

就労⽀援

その他

回答なし

別添4
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表10．集団精神療法の⽬的(複数回答）
センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 257 74
症状改善 度数 66 8

％ 25.7 10.8
機能向上・QOL向上 度数 60 1

％ 23.3 1.4
社会場⾯の提供 度数 37 10

％ 14.4 13.5
知識の向上（⼼理教育） 度数 201 56

％ 78.2 75.7
社会的スキルの向上 度数 86 4

％ 33.5 5.4
⾃⼰の振り返り 度数 178 37

％ 69.3 50.0
⼀般診療の補完 度数 12 4

％ 4.7 5.4
居場所づくり 度数 92 31

％ 35.8 41.9
ピアサポート 度数 140 38

％ 54.5 51.4
その他 度数 30 21

％ 11.7 28.4
回答なし 度数 1 0

％ 0.4 0.0
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表11．集団精神療法のアプローチ（複数回答）
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 257 74
認知⾏動療法 度数 128 108 11

％ 63.7 42.0 14.9
アクセプタンス・コミットメント・セラピー（ACT） 度数 5 3 0

％ 2.5 1.2 0.0
マインドフルネス 度数 44 9 0

％ 21.9 3.5 0.0
⼒動的⼼理療法 度数 28 18 2

％ 13.9 7.0 2.7
⼼理教育 度数 139 143 29

％ 69.2 55.6 39.2
回想法 度数 28 1 0

％ 13.9 0.4 0.0
内観療法 度数 5 0 0

％ 2.5 0.0 0.0
家族療法 度数 36 22 26

％ 17.9 8.6 35.1
森⽥療法 度数 8 0 0

％ 4.0 0.0 0.0
社会⽣活スキルトレーニング（SST） 度数 120 36 5

％ 59.7 14.0 6.8
その他 度数 44 63 16

％ 21.9 24.5 21.6
回答なし 度数 1 5 5

％ 0.5 1.9 6.8
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表12．集団精神療法の研修受講状況(複数回答）
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 54 53
認知⾏動療法 度数 138 40 16

％ 68.7 74.1 30.2
アクセプタンス・コミットメント・セラピー（ACT） 度数 15 0 1

％ 7.5 0.0 1.9
マインドフルネス 度数 51 5 1

％ 25.4 9.3 1.9
⼒動的⼼理療法 度数 36 7 1

％ 17.9 13.0 1.9
⼼理教育 度数 99 16 13

％ 49.3 29.6 24.5
回想法 度数 23 0 1

％ 11.4 0.0 1.9
内観療法 度数 8 0 0

％ 4.0 0.0 0.0
家族療法 度数 47 14 9

％ 23.4 25.9 17.0
森⽥療法 度数 12 2 0

％ 6.0 3.7 0.0
社会⽣活スキルトレーニング（SST） 度数 131 19 18

％ 65.2 35.2 34.0
受けたことがない 度数 13 6 5

％ 6.5 11.1 9.4
その他 度数 19 7 16

％ 9.5 13.0 30.2

表13．集団精神療法の参加可否のアセスメントの実施⽅法（複数回答）
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 257 74
⼼理検査で実施 度数 50 12 0

％ 24.9 4.7 0
医師の⾒⽴てで実施 度数 150 48 3

％ 74.6 18.6 4.1
スタッフによるカンファレンスで実施 度数 0 130 31

％ 0.0 50.6 41.9
その他 度数 36 45 10

％ 17.9 17.5 13.5
回答なし 度数 7 5 0

％ 3.5 1.9 0.0
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表14．集団精神療法の参加者の評価（効果測定）の実施（複数回答）
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 257 74
標準化された尺度を使⽤して定期的に⾏っている 度数 56 29 3

％ 27.9 11.3 4.1
⾯接やアンケートにより定期的に⾏っている 度数 62 119 35

％ 30.8 46.3 47.3
医師の診察で定期的に評価している 度数 57 8 1

％ 28.4 3.1 1.4
⾏っていない、必要時のみ⾏っている 度数 68 71 20

％ 33.8 27.6 27.0
スタッフによるカンファレンス 度数 0 116 30

％ 0.0 45.1 40.5
その他 度数 0 4 6

％ 0.0 1.6 8.1
回答なし 度数 3 1 0

％ 1.5 0.4 0.0

表15．集団精神療法の利⽤料の算定
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 257 74
診療報酬を算定 度数 173 51 0

％ 86.0 19.8 0.0
診療報酬以外の利⽤料を算定（⾃費等） 度数 8 0 0

％ 4.0 0.0 0.0
無料 度数 18 195 71

％ 9.0 75.9 95.9
その他 度数 2 8 0

％ 1.0 3.1 0.0
回答なし 度数 0 3 3

％ 0.0 1.2 4.1
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表16．診療報酬の内訳(医療機関については複数回答）
医療機関 センター 保健所

診療報酬を算定している総数 度数 173 51 0
通院集団精神療法 度数 53 1 0

％ 30.6 2.0 0.0
依存症集団精神療法 度数 12 0 0

％ 6.9 0.0 0.0
精神科デイケア／精神科ショートケア/精神科ナイトケ
ケア

度数 165 47 0

％ 95.4 92.2 0.0
通院・在宅精神療法 度数 29 1 0

％ 16.8 2.0 0.0
精神科作業療法 度数 30 0 0

％ 17.3 0.0 0.0
⼼⾝医学療法 度数 1 0 0

％ 0.6 0.0 0.0
上記以外の保険診療 度数 6 0 0

％ 3.5 0.0 0.0
回答なし 度数 0 2 0

度数 0.0 3.9 0.0

表17．集団精神療法の充⾜度
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 54 53
充⾜している 度数 23 13 9

％ 11.4 24.1 17.0
どちらかというと充⾜している 度数 74 25 13

％ 36.8 46.3 24.5
どちらかというと充⾜していない 度数 84 13 23

％ 41.8 24.1 43.4
充⾜していない 度数 20 3 7

％ 10.0 5.6 13.2
回答なし 度数 0 0 1

％ 0.0 0.0 1.9
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表18．集団精神療法に関する課題（複数回答）
医療機関 センター 保健所

⾃施設での集団精神療法の実施ありの総数 度数 201 54 53
場所・スペースの問題 度数 86 14 7

％ 42.8 25.9 13.2
職員の⼈数が⾜りない 度数 112 31 19

％ 55.7 57.4 35.8
集団精神療法のスキルを持った職員がいない 度数 66 10 23

％ 32.8 18.5 43.4
職員が集団精神療法に従事する時間がない 度数 93 12 18

％ 46.3 22.2 34.0
実施にかかる労⼒・コストが報酬に⾒合わない 度数 130 4 2

％ 64.7 7.4 3.8
利⽤者のニーズがない 度数 13 2 8

％ 6.5 3.7 15.1
施設の経営⽅針にそぐわない 度数 6 0 0

％ 3.0 0.0 0.0
参加を希望する⼈の⼀部にしか提供できていない 度数 28 9 10

％ 13.9 16.7 18.9
法令・診療報酬上の問題 度数 42 2 0

％ 20.9 3.7 0.0
その他 度数 9 15 8

％ 4.5 27.8 15.1
回答なし 度数 3 3 6

％ 1.5 5.6 11.3
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